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第1714号　（毎月20日発行） 令和7年6月20日　②

新
入
会
員
紹
介

新
入
会
員
紹
介

（別記）（別記）

　
５
月
21
日
、常
議
員
会
を
開

催
し
ま
し
た
。当
日
は
、ア
ク

サ
生
命
保
険
株
式
会
社
日
立

営
業
所
長
の
山
谷
峻
氏
を
ゲ

ス
ト
ス
ピ
ー
カ
ー
に
お
招
き

し
、「
健
康
経
営
と
人
材
確
保
・

定
着
」を
テ
ー
マ
に
お
話
し
い

た
だ
き
ま
し
た
。

　
続
い
て
協
議
事
項
で
は
、４

月
の
新
入
会
員（
別
記
）、令
和

７
年
度
珠
算
能
力
検
定
試
験

委
員
委
嘱（
案
）が
承
認
さ
れ

た
他
、日
立
商
工
会
議
所
か
ら

県
連
政
策
委
員
会
へ
の
提
言
・

要
望
事
項（
案
）を
追
認
し
ま

し
た
。こ
の
提
言
・
要
望
事
項

に
つ
い
て
は
、当
所
運
営
委
員

会
で
協
議
、策
定
し
た
内
容
で

あ
り
、茨
城
県
商
工
会
議
所
連

合
会
で
は
、県
内
の
商
工
会
議

所
の
意
見
を
取
り
ま
と
め
、議

員
大
会
の
議
決
を
経
て
、関
係

各
省
庁
、茨
城
県
に
提
出
す
る

も
の
で
す
。（
別
記
）

　
ま
た
、議
員
の
職
を
行
う
者

の
変
更
に
つ
い
て
、ク
ー
ル
ビ

ズ（
夏
季
の
軽
装
）を
６
月
１

日（
日
）か
ら
９
月
30
日（
火
）

ま
で
例
年
ど
お
り
実
施
す
る

報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

5
月
の
常
議
員
会

株
式
会
社
鳥
居
新
聞
舗

（
新
聞
販
売
業
）

　
東
金
沢
町
２
丁
目
13

－
３

は
な
み
ず
き

（
ド
ラ
イ
フ
ラ
ワ
ー
販
売
業
）

　
小
木
津
町
１
丁
目
27

－

28

Ａ
Ｍ
テ
ッ
ク

（
エ
イ
エ
ム
テ
ッ
ク
）

（
機
械
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
）

　
鹿
島
町
１
丁
目
７

－

１

－

３
０
４

有
限
会
社
神
峰
ラ
ン
ド

（
造
園
業
）

　
滑
川
町
１
丁
目
６

－

３

株
式
会
社
日
立
企
画

（
機
械
器
具
設
置
業
）

　
平
和
町
１
丁
目
15

－

４

株
式
会
社
椎
名
設
備

（
設
備
工
事
業
）

　
森
山
町
１
丁
目
３

－

27

ハ
ウ
ス
・
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
輝

（
清
掃
業
）

　
高
鈴
町
４
丁
目
１

－

24

合
同
会
社
A
z
p
i
o
n
e

（
ア
ズ
ピ
オ
ー
ネ
）（
広
告
製
作
業
）

　
南
高
野
町
１
丁
目
６

－

３

－

２
０
１

佳
達
産
業
株
式
会
社

（
リ
サ
イ
ク
ル
業
）

　
大
和
田
町
７
０
３

　５月21日に金融財務業部会、23日に工業部会がそれぞれ部会会議を開催し、下記のとおり副部会長が選任

されました。この選任は事業所の人事異動に伴うもので、任期は令和７年10月31日までとなっています。

金融財務業部会・工業部会で副部会長を選任

金
融
財
務
業
部
会

副
部
会
長

中
條
　
朋
美 

氏

株
式
会
社
東
邦
銀
行

日
立
支
店
長

工
業
部
会 

副
部
会
長

森
井
　
健
次 

氏

Ｊ
Ｘ
金
属
株
式
会
社
茨
城
事
業
所

副
所
長
兼
総
務
部
長

鈴
木
　
智
之 

氏

水
戸
信
用
金
庫
日
立
支
店
長

山
谷
　
　
峻 

氏

ア
ク
サ
生
命
保
険
株
式
会
社

日
立
営
業
所
長

ゲ
ス
ト
ス
ピ
ー
カ
ー

　
ア
ク
サ
生
命
保
険
株
式
会
社

　
日
立
営
業
所
長
の
山
谷
峻
氏

１　茨城の発展と新しい飛躍を図るための提言
◆茨城県立産業技術専門学院が、将来的に水戸市・土浦市に集約され、産業界が
　求める人材育成の拠点が失われることは、ものづくりを中心産業とする県北地
　域にとって大きなデメリットである。当地域の中小製造業に向け、既存の機能
　として確立されている在職者訓練の実施場所の確保と先端分野の技術情報提供
　や技能訓練と向上に寄与するべく施策の立案を推進されたい。
　また、当学院で学ぶ学生に対し、県北、県西、鹿行で操業する企業の情報提供
　や企業訪問など、カリキュラム化を行って、企業を知ってもらう授業体系を確
　立し、県内企業への優秀な人材輩出を推進されたい。
◆地域防災機能強化、渋滞解消も含め南北の広域幹線道路の整備促進を継続され
　たい。特に、国道６号バイパス 期工事、国道245号線の久慈川橋梁・片側２
　車線化の早期完成、および県道61号日立笠間線（通称：山側道路）の市内北進
　の計画化を図られたい。（継続）

◆茨城県で進める「常陸国ロングトレイル」に係るサービス産業の起業とビジネ
　スチャンス拡大を支援されたい。さらに、日立アルプスと共有されるルートに
　おける波及効果が得られるよう検討されたい。（継続）

２　中小・小規模事業者の持続可能な経営支援に向けた提言
◆相互関税課税に伴い、相談窓口開設のみならず、適切な支援と状況に応じた時
　限立法的施策立案などフレキシブルな対応について考慮願いたい。
◆現在茨城県では、最低賃金上昇に企業が対応するための支援金制度があるが、
　現実に即した賃上げ対応に必要な、企業の利益上昇を支援する仕組みづくりの
　考案と、企業を支援するための充分な予算策を講じられたい。
◆マイナス金利政策解除に伴い、賃上げや取引価格転嫁の難しい中小・小規模事
　業者に対する金利上昇による負担を軽減する措置を講じられたい。（継続）
◆地域企業を支える経営改善普及事業費等、予算の確保を図られたい。（継続）

◆ 別記 県連政策委員会への提言・要望事項（要約）◆



③　第1714号　（毎月20日発行） 令和7年6月20日

今
年
は
議
員
改
選
の
年
で
す

　
当
所
の
令
和
４
年
期
議
員
任
期

は
、
本
年
10
月
31
日
を
も
っ
て
満

了
と
な
り
ま
す
。
９
月
か
ら
10
月

に
か
け
て
議
員
の
改
選
事
務
が
行

わ
れ
、
11
月
１
日
か
ら
新
体
制
が

ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。

■
議
員
は
商
工
会
議
所
の
代
表

　
商
工
会
議
所
の
議
員
は
会
員
の

中
か
ら
選
ば
れ
、
地
域
に
お
け
る

商
工
業
の
振
興
と
地
域
社
会
の
進

展
に
ご
尽
力
い
た
だ
く
重
要
な
役

割
を
も
っ
て
い
ま
す
。
選
ば
れ
た

議
員
は
、
日
立
商
工
会
議
所
の
最

高
議
決
機
関
で
あ
る「
議
員
総
会
」

の
構
成
員
と
し
て
、
商
工
会
議
所

の
運
営
に
つ
い
て
意
思
決
定
を
行

う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

■
議
員
定
数
は
１
１
０
名

　
商
工
会
議
所
の
議
員
選
挙
は
、

広
く
商
工
業
者
の
意
見
を
反
映
さ

せ
る
た
め
、
幅
広
い
分
野
の
中
か

ら
会
員
の
意
思
を
託
す
こ
と
の
で

き
る
１
１
０
名
を
選
出
し
ま
す
。

議
員
の
選
出
は
、
３
号
議
員
、
２

号
議
員
、
１
号
議
員
の
順
で
選
出

さ
れ
ま
す
。

３
号
議
員（
定
数
16
名
）

会
頭
が
常
議
員
会
の
同
意
を
得

て
、
会
員
の
中
か
ら
選
任
し
た

議
員

２
号
議
員（
定
数
38
名
）

業
種
別
の
部
会（
７
部
会
）が
部

会
員
の
中
か
ら
選
任
し
た
議
員

１
号
議
員（
定
数
56
名
）

会
員
と
会
員
以
外
の
特
定
商
工

業
者
が
投
票
に
よ
っ
て
会
員
の

う
ち
か
ら
選
挙
し
た
議
員

■
会
費
納
入
は
お
早
め
に

　
　
　
　
　
　
お
願
い
し
ま
す
。

　
議
員
選
挙
で
選
挙
権
を
持
つ
こ

と
が
で
き
る
の
は
、
会
員
と
特
定

商
工
業
者（
注
）に
限
定
さ
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
所
定
の
会
費
及
び
負
担

金
を
納
入
し
て
い
た
だ
く
こ
と
が

必
要
で
す
。

（
注

：

商
工
会
議
所
法
に
従
い
、

毎
年
４
月
１
日
現
在
に
お
い
て
、

６
ケ
月
以
上
、
地
区
内
に
営
業
所

等
を
有
す
る
商
工
業
者
で
、
従
業

員
が
20
名（
商
業
、
サ
ー
ビ
ス
業

は
５
人
）以
上
、
資
本
金
額
ま
た

は
払
込
済
出
資
総
額
が
３
０
０
万

円
以
上
の
事
業
所
）

　
会
員
の
皆
様
に
は
、
議
員
の
選

挙
・
選
任
が
円
滑
に
行
わ
れ
ま
す

よ
う
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

５月１日 商業部会・観光環衛業部会打合せ
５月７日 日立地区デュアルシステムに係る企業 
 実習提携調印式
５月８日 正副会頭会議
 経営安定セミナー
 『令和７年度各種補助金制度の概要』
 観光環衛業部会食文化研究グループ会議
 工業部会人材確保・育成グループ幹事会
５月９日 商業部会議員協議会
５月12日 法律無料相談

５月13日　女性会 第48回通常総会
５月20日　建設業部会議員協議会
５月21日　金融財務業部会会議
 常議員会
５月23日　工業部会会議・施策説明会・懇親交流会
５月28日 産業振興対策委員会
 経営安定特別相談
５月29日　商業部会賑わいフェスプロジェクト会議
５月31日　ものづくり探検少年団入団式・第１回活動

日立商工会議所の動き5月5月

　５月23日、工業部会は、日立市並びに日立地区産
業支援センターの担当者を招き、製造業支援につい
ての施策説明会を開催しました。日立市からは第３次
商工振興計画の進捗状況や今後の製造業の方向
性や支援の在り方について説明がありました。また、
産業支援センターからは、営業・マーケティングの知
見ある人材等、不足する分野の人材を求める企業と、
兼業・副業・OB人材等とのマッチングを行う、『地域
の人事部』
という制度
と事例が紹
介された他、
技能研修や
人材育成事
業の紹介が
ありました。

　５月31日、当所で本年度のものづくり探検少年団
の入団式が行われ、小学４年生から６年生までの20
名が活動をスタートしました。入団式では、武士団長
（工業部会長）から団員証が手渡され、その後、大和
田氏（㈱ハイパックスサトウ代表/製函業）を講師に、
段ボールを素材に椅子の製作を行いました。団員ら
は、段ボールがほぼ100％に近いリサイクル製品で
あることや、
製造法、強
度等につい
て学び、講
師へ活発に
質問する姿
も見られま
した。

人材等と ッチ グを行う、地域

５月12日 法律無料相談

　５月23日、工業部会は、日立市並びに日立地区産
業支援センターの担当者を招き、製造業支援につい
ての施策説明会を開催しました。日立市からは第３次 名

製造業のための支援策説明会開催
５月31日、当所で本年度のものづくり探検少年団
の入団式が行われ、小学４年生から６年生までの20
名が活動をスタートしました。入団式では、武士団長

産
い
次

の
名

ものづくり探検少年団の活動がスタート
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はん

こおり ぶ

かんまさすけ

あんせい

ぶんきゅう

す わ

なるさわ

ぎょうしょ

ごうこう てん ぽう

こうげいかん

表紙 の解答は……ふるさと日立検定  問題に挑戦！

でした！いかがでしたか？答 『大久保郷校』

■興藝館
　水戸藩によって設立された郷校は15校を数えますが、幕末の天保期に13校が集中して設立され
ます。大久保村に天保10（1839）年におかれた興藝館はそのひとつです。郷校の初期の役割は郷
医の研修の場でした。文字通り、藝（技術）を高めるための機関でした。それまで医書の会読は大沼
にあった郡奉行所の陣屋で行われていたのですが、天保2（1831）年に陣屋が廃止されるとともに
中絶していたので、その代わりに設けられ、村人の健康を守る医師の育成につとめたのです。
■暇修館
　その５年後、天保15（1844）年4月15日に暇修館と改めら
れます。このとき郡奉行は「暇修館が開講するので、村役人
はもちろん一般農民の中で学問をしたいものは出席してよ
い」と広く多賀郡の村人に門戸を広げました。第２代館守
（館長）の菅政友はこのときのことを『暇修の書院にてはじ
めて書物を読むことをしたときには、神官あるいは郷士から
下々のものまで集い、書院に入りきらず、広い庭に身動きが
できないほどにいる。その数は600人を超えていた』と回想しています。誇張ではないでしょう。4月
15日は今の暦では5月下旬です。農作業に追われている時にこれほど多くの村人が学ぶことへの意
欲を示していることに驚かされます。
■大久保郷校
　安政3（1856）年に暇修館は大久保郷校と改められます。この時期になると武術教育に重点がお
かれるようになります。文久2（1862）年10月の集まりでは、「日本書紀」は宮田篤親（河原子村神官）

と多賀野好之介（諏訪村神官の子）、大窪又一
郎（大久保村郷士）が講じ、『孝経』は鈴木誠七
郎（河原子村農兵）ですが、一刀流を安島織之
介（神田村神官の子）と瀬谷登之介（成沢村神官
の子）、長山万之介（助川村郷士）、砲術は長山
万之介と岡部三八郎と新五郎（大久保村郷士の
子）らが教授しました。学問より武芸に力が入れ
られたのです。

もっと詳しく、日立を知りたくなったら

 定価（税込）1,000円
 ［購入できる場所］
 ・日立商工会議所
 ・ぷらっと日立（日立駅）
 ・郷土博物館

『ふるさと日立検定
 公式テキストブック改訂版』
 好評発売中です！

解説（ふるさと日立検定公式テキストブック改訂版より）

P.93　歴史33　郷校暇修館（抜粋）
ごう こう か しゅうかん

復元された暇修館（大久保町）
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日
立
商
工
会
議
所
女
性
会 

第
42
回
通
常
総
会
を
開
催

会
長
に
名
倉 

敏
子
氏
が
再
任

　わたしたち、商工会議所女性会は、リーダー
として、凛と信をもって連帯し、平和で豊かな
社会を築きましょう。
一．リーダーとは高い志をもって、自己の変革・
向上を目指すことです。

一．凛とは情熱・勇気をもって行動し、社業の発
展に努め、地域社会に貢献することです。

一．信とは、礼節・勤勉を尊び、美しい自然や良
き伝統・文化を愛し、次の世代に継承するこ
とです。

一．連帯とは、女性経営者の友情と信頼の輪を
内外に広げることです。

商工会議所女性会活動指針

4 月 6 日 日立さくらまつりへの参加
7 月18日 納涼会
9 月17日 講習会「災害に備えての心構え」
10月 8 日 若手後継者育成事業・女性経営者交流
  シンポジウム／講演会
 「若手後継者として～泉神社宮司の使命－日立
 の歴史探訪とこれからの日立発展への道－」
12月10日 講習会「健康づくりセミナー」
1 月20日 新年会
2 月 7 日 講習会「春のおもてなしレッスン」
2 月27日 視察・交流会
3 月18日  一人一品持寄運動　第20回商品寄贈

令和6年度の主な活動

日
立
商
工
会
議
所
女
性
会  

第
48
回
通
常
総
会

会
長
に
山
本 

美
穂
氏
を
再
任

山

本

会

長

挨

拶

　
５
月
13
日（
火
）、日
立
商
工
会
議

所
女
性
会
第
48
回
通
常
総
会
を
開
催

し
ま
し
た
。来
賓
に
は
秋
山
会
頭
は

じ
め
鈴
木
専
務
理
事
、大
畠
青
年
部

直
前
会
長
を
お
招
き
し
、43
名（
委
任

状
出
席
含
む
）の
会
員
が
出
席
し
ま

し
た
。

　
議
題
の
令
和
６
年
度
事
業
報
告
、

収
支
決
算
及
び
令
和
７
年
度
の
事
業

計
画（
案
）、収
支
予
算（
案
）に
つ
い

て
は
、原
案
通
り
全
て
承
認
さ
れ
ま

し
た
。ま
た
、役
員
改
選
が
行
わ
れ
、

前
年
度
に
引
き
続
き
山
本
美
穂
氏

（
ベ
ス
ト
パ
ー
ト
ナ
ー
介
護
株
式
会

社
）が
会
長
に
選
任
さ
れ
ま
し
た
。任

期
は
令
和
８
年
３
月
31
日
ま
で
の
１

年
間
で
す
。

　
会
長
と
し
て
２
期
目
を
迎
え
る
に

あ
た
り
ま
し
て
、ま
た
新
役
員
を
代

表
し
て
ご
挨
拶
い
た
し
ま
す
。

　
日
頃
、当
女
性
会
運
営
が
滞
り
な

く
実
施
で
き
ま
す
の
も
、ひ
と
え
に

会
員
の
皆
様
の
ご
協
力
の
賜
物
と
感

謝
し
て
お
り
ま
す
。今
年
度
は
、１
期

目
の
反
省
を
活
か
し
た
事
業
展
開
を

し
て
参
り
た
い
と
存
じ
ま
す
。微
力

で
は
ご
ざ
い
ま
す
が
、こ
の
一
年
間

よ
り
充
実
し
た
事
業
と
な
り
ま
す
よ

う
、副
会
長
共
々
邁
進
し
て
参
り
ま

す
の
で
、皆
様
方
の
ご
指
導
、ご
鞭
撻

を
賜
わ
り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
あ

げ
ま
す
。

山本会長挨拶 秋山会頭挨拶
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　源泉徴収した所得税および復興特別所得税は、原則として、給与などを実際に支払った月の翌月10日
までに国に納めなければなりません。
　ただし、給与の支給人員が常時10人未満の源泉徴収義務者は、源泉徴収した所得税および復興特別所
得税を、半年分まとめて納めることができる特例があります。（納期の特例）

お問合せ　経営支援課（22-0128）

納期の特例を活用している方は、
１月から６月までの納期限が７月10日になりますので、
ご注意ください！

経営支援課（記帳指導担当）からのお知らせ

跡継ぎの税負担を軽減

●事業承継・引継ぎ支援センター（TEL 029-284-1601）
●日立商工会議所　 経営支援課（TEL 22-0128）
　6/26（木）10：00～日立商工会議所で事業承継相談会を実施します。ぜひご利用ください。

（＊）納税の猶予は、後継者が次の後継者へ承継することで、猶予されていた贈与税・相続税が免除になります。
　　また、『倒産』や「先代経営者（贈与者）の死亡」「後継者（受贈者）の死亡」等、会社のもしもの時にも猶予さ
　　れていた贈与税が免除となります。

事業承継に関するご相談は、お近くの税理士、または下記窓口へお問い合わせください

事業承継税制 事業承継の特例で贈与税・相続税が
猶予・免除されます

※令和6年度税制改正により、エントリーの期限が2年延長し、2026年3月末までとされました。

特例を受けるには2026年3月末までにエントリーが必要です。
実際に事業承継を行う期限は2027年12月末までです。期限間近！

2026年３月までに ・①特例承継計画を都道府県へ提出
2027年12月までに ・②後継者へ株式を贈与
 　※自社株に係る贈与税が猶予（*）され、承継時の現金負担が
 　　なくなります。
５年間事業承継要件を維持 ・②後継者が代表者であること
 ・株式等の保有継続
 ・年１回の都道府県と税務署への報告書の提出等。

『特例承継計画』と呼ばれるエントリーシートを提出して事業承継すると、後継者は
主に次のようなメリットを受けられます。
　メリット１　 自社株の贈与・相続を受けるときの税負担がゼロ！
　メリット２　 株価が上昇しても安心！贈与時の株価で価格を固定！

事業承継税制とは？

特例活用の流れ（例）


